
行 政 視 察 報 告 書

令不日 す年  3月 2ど 日

長浜市議会議長 松 本 長 治 様

長浜市議会議員   千 田 貞 之 ざ罷辞

私が出席 した次の行政視察の結果について報告 します。

記

1.視察等名  恵風会 行政視察
2.視察期間  令和 5年 2月 7日 (火)～ 2月 8日 (水 )
3.視察場所及び目的
①茨城県 桜川市  「公立病院の再編について」
②東京都中央区日本橋  「東京長浜観音堂」
③ 東京都千代田区 「内閣官房こども家庭庁設立準備室」
。こども家庭庁の概要   ・我が国の少子化の現状及び対策
・ヤングケアラー支援の現況・いじめ防止封策、不登校児童生徒支援

4.調査内容感想等

・視察の目的

①長浜市の病院再編について、他市の成功例を参考にするため研修を行つた

②東京長浜観音堂の現状把握のため視察をした

③子どもを取り巻く現状を知り、問題解決の参考にするため研修を行った

・視察の内容

① 茨城県において作成された地域医療再生計画に基づき筑西市、桜川市は医療機

関、医療機能の再編統合を行い筑西、桜川地域において二次救急医療までを完結

できる医療体制づくりを目指された。協議の結果、筑西市民病院、県西総合病院

の公立2病院に医療法人の隆仁会山王病院を加えた3病院を再編統合して新中核
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病院及硼 iキ市立病院で地域医療を支えていく事になった。

再編統合が始まつたのは2008年大学からの医師引き上げから医師不足、診療

体制縮小に始まり、基本構想は平成 26年 10月から協議がされ、ゴールまで 10

年を経て医療法人の「隆仁会」を「桜川地域医療センター」として指定管理制で

オープンした。

②東京長浜観音堂の視察について

以前の台東区にあつた「びわ湖長浜臥ⅧON HOLISE」 も訪れたことがあつたが、

令和 2年 10月末で閉館し、その後日本橋に令和 3年 7月 より「東京長浜観音堂」

としてオープンされた。位置的に分かりづらく探すのに苦労をしました。

しかし、観音様のおかげで到着し、来館者数は月平均 50人ぐらいある。

③国においてこの令和 5年 4月 より「子ども家庭庁」の創設に伴い衆議院会館にお

いて「内閣府子ども。子育て本部」、及び「厚生労働省子ども家庭局」に新たな子

ども政策について聞き取りをさせていただきました。

先ずは「こどもまんなか社会の実現」に向けて長官官房 (企画立案
。総合調整

部F日 )、 こども生育局 (仮称)、 こども支援局 (仮称)の 3部門体制で 350人体制

を確保される。 子ども家庭庁と文部科学省が連携して行う。

基本姿勢として、こどもの視′点、子育て当事者の視点の反映、地方自治体との

連携強化、NPO等民間団体などとの耽
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こども家庭庁の組織・事務・権限について(イメージ)
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・少子化の現状は、年々減少に拍車がかかり2021年の出生数は81万人、2022年

イま70万人代と減少し現在の傾向が続けば2065年には人口が8,808万人まで減少。

婿姻状況も2021年は戦後最小となつた。未婿率は高く、出生数は下がり公的な

婚活支援が必要になっている。

地域少子化対策重点推進交付金、結婚新生活支援事業などの活用
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。いじめ防止対策に関する関係府省連絡会議の開催があり、令和 3年度児童生徒

の問題行動・不登校生徒指導上の諸課題に関する調査結果においてもいじめの重大

事態件数が700件を超える等こどもまんなか社会の実現に向けて憂慮すべき状況に

ある。又、令和 3年度、児童虐待も児童相談所で対応した件数も207,660件 と過去

最昼

命和 S年度当初予露 (潔):2■ 3百万円

・行政視察の結果を本市にどのように反映させるか

今回の研修により得た情報をもとに、執行部側の意見聴取や、市民向けの情報発信

等様々な機金を捉えて意見を共有して、それぞれの委員会での意見集約をしたい。

地域医療再編対策、少子化、こども子育て支援は身近な問題であり、先駆的に活動

をされて成功事例を検証し本市の体制につなげられば良い。

又、子ども家庭庁においては、国の方針は定められているが、具体的な政策は今後

6月 の補正予算骨太の方針lこより作成される予定で進められている。

いじめ防止対策の体制構築の推進
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施策の内容

②実証地域ハの専門的助言や効果検証及び研修コンテンツの作成

(2)いじめ調査アドノくイザーの任命・活用

【委託先】都道府県、市区町村 (箇所を文:8自治体程度)
【委託先】民Fロヨ団体等 (1団体)
【実施主体等】国が非常勤職員として任命

(1) での開発・実証

3,実施主体 =委託先等
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本市では、国の政策を先取りしていち早しΨ晴報をもとに、国の予算をとれるように

して、先駆的な施策により市民の寄り添いたい。
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